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§１．工法の概要

１－１ 工法の概要

ベルリプレイス工法は、既設管をパイロット破砕機で押し拡げて破砕し後続の掘進機で

推進する工法で、静的破砕推進工法元押方式に種別される。

施工方法は、パイロット破砕機を既設管内に据付したあと、掘進機を当接して元押装置

により推進する。なお、掘進機の後には新管を順次接続しながら推進する。 

            図１－１ ベルリプレイス工法 システム図
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§２．施工能力

２－１ 適用管

（1） 既設管 

本工法が適用できる既設管の管種は、開削用鉄筋コンクリート管、開削用硬質塩化ビニ

ル管、陶管である。適用既設管径は、呼び径 300 とする。 

（2） 新管 

本設計積算要領に適用する新管は、推進用硬質塩化ビニル管は呼び径 300、推進用レジ

ンコンクリート管は呼び径 250 とし、管長は１ｍを使用する。 

２－２ 設計積算にあたっての注意事項

積算基準の本工法の設計および積算に当っては以下の注意事項に留意する。 

（1） 事前調査 

本工法の選定に当っては、事前調査を十分に行い既設埋設管・既設人孔の状況を把握し

たうえで決定すること。 

特に既設埋設管調査は本工法の選定に大きな影響を与えるため、既設埋設管の管種、新

管との位置関係および地下水位等の確認を入念に行う必要がある。 

（2） 切廻工 

本工法で改築推進施工中は、既設管および新管内を供用しての作業ができないので、施 

工地点上流から下流までバイパス用の仮管路計画が必要となる。

（3） 立坑の選定 

 発進及び既設人孔は、下記の寸法通りである。 

表２－１ 発進・到達寸法 

発進立坑 Ｄ２０００ 

既設人孔 Ｄ９００ ※１ 

※１ ：既設人孔の場合は斜壁を撤去 

（4） 既設管内の洗浄 

 施工に先立ち、既設管の管内洗浄を行う必要がある。
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§３. 施工機械・機器

 ３－１ パイロット破砕機

パイロット破砕機は、既設管を押し拡げて破砕する装置で掘進機の前方に配置する。

破砕刃と止水装置を装備している。

表３－１ パイロット破砕機 仕様

外径(mm) 280 

最大可動域(mm) 400 

長さ(mm) 1,970 (開放時：2,470) 

重量(kg) 300 

写真３－１ パイロット破砕機 全景

止水装置 破砕刃



－ 4 －

（1） 止水装置 

パイロット破砕機には、掘進機との空間に充填した泥水を止水させるため、ゴム製の２ 

箇所の止水装置を装備している。到達側のエアーコンプレッサーから止水装置にエアー 

を注入し、既設管の内面に圧着させることにより止水が可能となる。パイロット破砕機 

の前方・後方の止水装置のうち、可動させる方のエアーを抜き、油圧式シリンダー（ス 

トローク５００ｍｍ）を伸縮させる。 

図３－１ 止水装置の動作(ステップ別)

 ３－２ 掘進機

 掘進機はパイロット破砕機に当接し、後に新管を接続して推進する。

表３－２ 掘進機

外径(mm) 320 

長さ(mm) 2,125 

重量(kg) 560 
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３－３ インナー装置

新管に送排泥管を装備したインナー装置を挿入し、元押し装置で推進する。

３－４ トレイコンベア

到達側から油圧ホース、エアホース、電線ケーブルを配したトレイコンベアをパイロッ

ト調整ギアで発進立坑まで挿入し、パイロット破砕機に連結する。

トレイコンベアは推進速度に合わせ、到達立坑から順次回収していく。

３－５ パイロット調整ギア

パイロット調整ギアは到達立坑下に設置し、トレイコンベア挿入及び回収時に一連の作

業を円滑に動作させる装置である。

３－６ 巻取装置

巻取装置は到達立坑地上に設置し、到達立坑から回収したトレイコンベアを順次巻き取

る装置である。発進立坑側の推進速度を確認しながら巻き取り、安全確認を行いながらト

レイコンベアを回収していく。
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§４．施工手順

４－１ 施工フロー

   施工フローを以下に示す。

図４－１ 施工フロー図

※ 1 推進工及びインナー装置撤去工については、４－２，３を参照。 

【発進側】

事前調査工

切廻工

立坑築造工

改築準備工

発進坑口工

鏡切り工

【到達側】

改築準備工

パイロット破砕機据付

掘進機据付

破砕推進工

破砕推進完了

インナー装置搬出工

復旧工

到達坑口工

トレイコンベア挿入工

トレイコンベア回収

パイロット破砕機回収

掘進機回収

復旧工

パイロット調整ギア設置
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４－２ 施工手順の概要

 （１）準備工

発進立坑及び到達人孔において既設管の切離し作業を行う。

 （２）坑口工

発進・到達坑口の既設管撤去及び止水器を設置する。坑口は立坑内への地下水の流

入を防止できる強度と水密性が必要である。また、掘進中はゴムパッキンの損傷およ

び摩耗には充分な注意が必要である。 

 （３）鏡切り工

改築推進をするにあたり、発進立坑の土留め材を切断する。

 （４）元押装置設置工

改築推進に必要な元押装置を発進・到達で設置する。発進立坑で設置する推進架台

は方向及び高さを確認のうえ、所定の位置に設置する。その強度はパイロット破砕機

及び掘進機の重量に耐えうる構造とする。

 （５）トレイコンベア挿入工

到達側から油圧ホース、エアホース、電線ケーブルを配したトレイコンベアをパイ

ロット調整ギアで発進立坑まで押し出す。

 （６）破砕推進工

発進側では、トレイコンベアにパイロット破砕機を接続し、既設管内へ挿入する。

パイロット破砕機で既設管を破砕しながら押し拡げ、その後部に掘進機を当接し、順

次、新管を接続し推進する。到達側では、トレイコンベア・パイロット破砕機・掘進

機を順次回収する。

 （７）インナー装置搬出工

推進終了後、新管内のインナー装置を発進立坑側から順次引き出し、搬出する。

 （８）元押装置撤去作業

新管の損傷に充分留意の上、撤去作業を行う。
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４－３ 施工概念図

図４－２ 施工概念図

① トレイコンベアを

到達側から挿入

② パイロット破砕機と 

トレイコンベアを接続

③ パイロット破砕機に 

続き、掘進機を据付

④ 改築推進（推進管）

⑤ パイロット破砕機と 

掘進機を到達側から 

分割回収

⑥ インナー装置を 

発進側から搬出

推進管
インナー装置

インナー装置
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§５．立坑および施工設備

 ５－１ 立坑寸法

立坑寸法は、発進立坑での作業条件や坑内設備を考慮した大きさとする。

ここでは、標準的な条件での発進立坑内寸法を表５－１に示す。

（１）発進立坑の場合（両発進を含む）

表５－１ 標準内寸法

形   式
ライナープレート

ケーシング

立坑形状

立坑内寸法 Ｄ2000 

Ｄ
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５－２ 基礎工

   立坑底版の止水性、作業性を考慮して基礎を設ける。

  ここでは、本工法の標準的な基礎寸法を図５－１、表５－２に示す。

図５－１ 基礎工参考図

     表５－２ 基礎と管芯の高さとの関係（単位 mm）

 ５－３ 泥水処理機

   泥水処理は、ユニット式泥水処理装置による一次処理を標準方式とする。  

５－４ 坑内設備

   立坑内には元押しジャッキ、推進架台、排泥ポンプ（立坑バイパスを含む）を設置する。

  ここでは、本工法の坑内設備の配置例を図５－２に示す。

図５－２ 坑内設備配置図例 

発進立坑 h1 既設人孔 h2 

700 以上 400 以上

700 以上 400 以上

小型立坑

レーザトランシット

D２０００
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 ５－５ 坑外設備

   油圧ユニット、遠隔操作室（掘進機操作盤を収納）、クレーン装置付トラック（４ｔ積）、

泥水処理装置等が必要である。

   ここでは、本工法の坑外設備の配置例を図５－３に示す。

図５－３ 坑外設備配置図例

   注 １）作業終了時に移動可能なクレーン装置付トラック（４ｔ積）以外の設備は、

立坑付近に設置する。特に制御室は立坑に近いほど良い。

     ２）発進立坑側(定置プラント)の標準的な占有面積は2.5ｍ×28.0ｍ＝70 m２である。

クレーン装置付トラック(４ｔ積)及びダンプトラックを除く坑外設備最小面積

は、2.5m×11.0m＝27.5 m２である。各機器の寸法を表５－３に示す。

３）既設人孔側の標準的な占用面積は、2.5ｍ×8.0ｍ＝20.0 m２である。

発進立坑側（定置プラント）

既設人孔側

4ｔユニック

遠隔

発進立坑発電機

処理機 2,500

11,000

２ｔﾀﾞﾝﾌﾟ 清水槽

28,000

操作室

巻取装置

既設人孔

8,000

発電機

2,500

発動

発動
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表５－３ 設置機器寸法参考表（単位 mm）

機 器 名 仕様
参 考 寸 法

幅 長さ 高さ

制 御 室 仮設ユニット 1,800 3,600 2,400 

クレーン装置付トラック(４ｔ積） 2.9ｔ吊り 2,240 8,135 2,990 

泥水処理装置  1,700 2,910 2,152 



第Ⅱ章　ベルリプレイス工法　積算資料



§１．適用

　１－１　適用範囲 ･････････････････････････････････････････1

§２．配置人員

　２－１ 配置人員 ･････････････････････････････････････････1

§３．日進量

　３－１ 標準日進量 ･････････････････････････････････････････1

§４．工程

　４－１ 標準工程 ･････････････････････････････････････････2

§５．積算代価様式

　５－１ 本工事費内訳 ･････････････････････････････････････････3

　５－２ 管渠工内訳 ･････････････････････････････････････････4

　５－３ 改築推進工(静的破砕推進工法元押方式）･････････････････････････････････････････4

　５－４ 仮設備工 ･････････････････････････････････････････8

　５－５ 送排泥設備工（循環方式） ･････････････････････････････････････････13

　５－６ 泥水処理設備工（循環方式） ･････････････････････････････････････････15

目　　次



§１．適用

　１－１　適用範囲

この積算資料の適用範囲は下記のとおりとし、これと異なる場合には

別途検討する。

＊　呼び径 (既設管) ：　３００(開削用鉄筋コンクリート管)

　　　　　(開削用硬質硬質塩化ビニル管)

　　　　　(陶管)

(新管) ：　３００(推進用硬質塩化ビニル管)

：　２５０(レジンコンクリート管)

＊　作業時間 ：　昼間実働８時間（標準）

尚、本資料は(公社）日本下水道協会「下水道用設計積算要領」および

§２．配置人員

　２－１　配置人員

土木一般
世話役

特殊作業員 普通作業員 計

1 2 2 5

§３．日進量

　３－１　標準日進量

（ｍ／日）

日進量

15.0

12.0

既設管

開削用鉄筋コンクリート管、陶管

開削用硬質塩化ビニル管

表２－１　配置人員（人）

項目

表３－１　標準日進量

 この積算資料は、静的破砕推進工法元押方式であるベルリプレイス工法の

　（公社）日本推進技術協会の積算資料に準拠している。

　静的破砕推進工法元押方式の配置人員は表２－１を標準とする。

静的破砕推進工法元押方式

　　設計積算に適用するものである。

－ 1 －



§４．工程

　４－１　標準工程

　静的破砕推進工法元押方式の標準的な工程（実日数）は次のとおり

　　　である。

備考　日数は実日数である。

３日後片付け

推進延長／
インナー装置搬出日進量

同一の立坑で2方向に推進す
る場合に、１方向インナー装
置搬出完了から２方向トレイコ
ンベア挿入開始まで

立坑間移動から推進開始まで

インナー装置搬出完了後より
推進設備撤去、器具清掃まで

３日移設

方向転換

破砕推進工

パイロット破砕機接続から破砕
掘進開始まで

表４－１　標準作業日数

１日

準備工

トレイコンベア
挿入工

パイロット破砕機
・掘進機撤去工

インナー装置
搬出工

２日

推進延長／
破砕推進日進量

項目 備考

２日

３日

日数

推進延長／
トレイコンベア挿入日進量

パイロット破砕機
・掘進機据付工

既設人孔準備工からトレイコン
ベア挿入工開始まで

－ 2 －



§５．　積算代価様式
　５－１  本工事費内訳

費目 工種 種別 細別 規格 単位 数量 単価(円) 金額(円) 摘要

管路

管渠工　呼び径300
ベルリプレイス工法

A-1

改築推進工
静的破砕推進工法元押方式

B-1

破砕推進 ｍ C-1

発生土処理 式 1

仮設備工 B-2

準備工 式 1 C-2

発進坑口 式 1 C-3

到達坑口 式 1 C-4

鏡切り 式 1 C-5

推進設備等設置撤去 式 1 C-6

元押装置据換 式 1 C-7

インナー装置搬出 式 1 C-8

送排泥設備工
(循環方式)

B-3

送排泥設備 式 1 C-9

泥水処理設備工
(循環方式)

B-4

泥水処理設備 式 1 C-10

泥水運搬処理 ｍ
3

管内洗浄工

推進水替工

推進用水替 式 1

推進用濁水処理 式 1

補助地盤改良

薬液注入 式 1

高圧噴射攪拌 式 1

付帯工

直接工事費計

共通仮設

共通仮設費

運搬費 式 1

準備費 式 1

事業損失防止施設費 式 1

安全費 式 1

役務費 式 1

技術管理費 式 1

営繕費 式 1

現場環境改善費 式 1

現場環境改善費(率計上) 式 1

共通仮設費（率分）

共通仮設費(率計上)

共通仮設費計

小計（純工事費）

現場管理費 式 1

工事中止期間中の
現場維持管理費

式 1

計（工事原価）

一般管理費等 式 1

計（工事価格）

消費税相当額 式 1

本 工 事 費 計

－ 3 －



５－２　管渠工内訳

静的破砕推進工法元押方式

路線延長○○ｍ

管渠延長○○ｍ

推進延長○○ｍ

（一式）

1 Ｂ－２

1

1

計/推進延長

５－３　改築推進工（静的破砕推進工法元押方式）

（一式）

破砕推進 既設管残置 Ｃ－１

発生土処理 1

（１ｍ当り）

呼び径３００

呼び径２５０

○○ｍ当り

１ｍ当り 計/○○ｍ

備考　新管については※1、※2から計上する。

（１ｍ当り）

土木一般世話役

特殊作業員

普通作業員

ｸﾚｰﾝ装置付ﾄﾗｯｸ運転費 4ｔ積 2.9ｔ吊 Ｅ－１－１－１

諸雑費

１日当り

備考　トレイコンベア挿入日進量は25.0ｍ/日とする。

Ｂ－３

Ｂ－４

式

式

推進用レジンコンクリート管

推進用硬質塩化ビニル管

数量

管長１.０ｍ　※２

単位

本

計

Ｄ－1－１　トレイコンベア挿入工

種目 形状寸法 単位 数量 単価（円）

Ａ－1　管渠工（呼び径３００)　ベルリプレイス工法

種目 単価（円） 金額（円） 摘要数量

Ｄ－１－２

式

形状寸法 単位

ｍ

管長１.０ｍ　※１

Ｄ－１－１

Ｃ－1　破砕推進

本

破砕推進工 ｍ

トレイコンベア挿入工

計

Ｂ－1　改築推進工　（静的破砕推進工法元押方式）

摘要金額（円）

金額（円）

Ｂ－１

摘要種目 形状寸法 単位

1

単価（円）

種目

改築推進工
(静的破砕推進工法元押方式)

ｍ

ｍ

式

数量

仮設備工

計

式

単価（円）形状寸法

推進１m当り

送排泥設備工(循環方式)

泥水処理設備工(循環方式)

式 1

計

１ｍ当り
計/トレイコンベア
　  挿入日進量

金額（円） 摘要

人 1.0

人 2.0

人 2.0

日 1.0
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（１日当り）

特殊運転手

燃料費

ｸﾚｰﾝ装置付ﾄﾗｯｸ損料 4ｔ積 2.9ｔ吊 供用１日当り換算損料

諸雑費 1

（１ｍ当り）

土木一般世話役

特殊作業員

普通作業員

ｸﾚｰﾝ装置付ﾄﾗｯｸ運転費 4ｔ積 2.9ｔ吊 Ｅ－１－１－１

破砕推進工機械器具損料 Ｅ－１－２－１

発動発電機運転費１ 発進側 Ｅ－１－２－２

発動発電機運転費２ 到達側 Ｅ－１－２－３

諸雑費

１日当り

（１日当り）

パイロット破砕機

掘進機

トレイコンベア

巻取装置

パイロット調整ギア

インナー装置

操作盤

元押装置

レーザトランシット

１ｍ当り 計/総推進延長

１日当り １ｍ×平均日進量

１ｍ当り

ａ

日

日 1.0

日 1.0

式

日 1.0

種目

人

式

1.0

形状寸法

日 1.0

数量

人 2.0

計

ﾘｯﾄﾙ 33.0

1.2

人

数量

日

単位

Ｄ－１－２　破砕推進工

種目

金額（円）

2.0

Ｅ－１－１－１　クレーン装置付トラック運転費

単価（円）

金額（円） 摘要単価（円）

摘要形状寸法 単位

人 1.0

日 e

ｂ

日

h

f

ａ

g

計

日

日

日

計

形状寸法

日 e

数量

1

Ｅ－1－２－１　破砕推進工機械器具損料

種目 単価（円） 摘要

日 ｃ

金額（円）

日

ｂ

単位

計/平均日進量

d

－ 5 －



備考

　　　１．ａ：供用日数（パイロット破砕機等）

　　　　　　ａ＝［（パイロット破砕機据付日数）＋（掘進機据付日数）＋（運転日数）＋

　　　　　　　　　（パイロット破砕機撤去日数）］×α

　　　　　　　　　　　パイロット破砕機据付日数＝1.0日

　　　　　　　　　　　パイロット破砕機据撤去数＝1.0日

　　　　　　　　　　　掘進機据付日数＝1.0日　　　　　　　α：供用日数換算係数

　　　２．ｂ：供用日数（掘進機）

　　　　　　ｂ＝［（掘進機据付日数）＋（運転日数）＋（パイロット破砕機撤去日数）＋

　　　　　　　　　（掘進機撤去日数）］×α

　　　　　　　　　　　掘進機撤去日数＝1.0日　　

　　　３．ｃ：供用日数（トレイコンベア）

　　　　　　ｃ＝［（トレイコンベア据付日数）＋（パイロット破砕機据付日数）＋

　　　　　　　　　（掘進機据付日数）＋（運転日数）］×α

　　　　　　　　　　　トレイコンベア据付日数＝1.0日

　　　　　　　　　　　トレイコンベア撤去日数＝見込まず

　　　４．ｄ：単価（トレイコンベア）

　　　　　　　　　トレイコンベアの１セット当たり損料に使用数量を乗ずる。

　　　　　　　　　ただし、使用数量は各スパンの推進管本数を計上する。

　　　　　　　　　また、複数スパンの場合はスパン毎に計上する。

　　　５．ｅ：供用日数（巻取装置等）

　　　　　　e＝［（巻取装置等据付日数）＋（パイロット破砕機据付日数）＋

　　　　　　　　　（掘進機据付日数）＋（運転日数）＋（巻取装置等撤去日数）］×α

　　　　　　　　　　　巻取装置等据付日数＝0.5日

　　　　　　　　　　　巻取装置等撤去日数＝0.5日

　　　６．ｆ：供用日数（インナー装置）

　　　　　　ｆ＝［（掘進機据付日数）＋（運転日数）＋（パイロット破砕機撤去日数）＋

　　　　　　　　　（掘進機撤去日数）＋（そのスパンのインナー装置撤去日数）］×α

　　　７．ｇ：単価（インナー装置）

　　　　　　　　　インナー装置の１本当たり損料に使用数量を乗ずる。

　　　　　　　　　ただし、使用数量は各スパンの推進管本数を計上する。

　　　　　　　　　また、複数スパンの場合はスパン毎に計上する。

　　　８．ｈ：供用日数（元押装置）

　　　　　　ｈ＝［（トレイコンベア据付日数）＋（推進装置据付日数）＋（パイロット破砕機据付日数）＋

　　　　　　　　　（掘進機据付日数）＋（運転日数）＋（パイロット破砕機撤去日数）＋（掘進機撤去日数）

　　　　　　　　　＋（インナー装置撤去日数）＋（推進装置撤去日数）］×α

　　　　　　　　　　　推進装置据付日数＝0.5日

　　　　　　　　　　　推進装置撤去日数＝0.5日

　　※供用日数a、b、ｅについては、総供用日が10日未満の場合は、１現場当り最低機械器具損料を

　　　考慮して定める。
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（１日当り）

軽油 燃料消費量×８Ｈ

発動発電機賃料 50/60kVA

諸雑費

（１日当り）

軽油 燃料消費量×８Ｈ

発動発電機賃料 20/25kVA

諸雑費

1

計

種目 形状寸法 単位

式

ﾘｯﾄﾙ

摘要

日 1.2

単価（円） 金額（円）

Ｅ－１－２－２　発動発電機運転費１

66.4

数量

式 1

計

ﾘｯﾄﾙ 26.4

日 1.2

Ｅ－１－２－３　発動発電機運転費２

種目 形状寸法 単位 数量 単価（円） 金額（円） 摘要

－ 7 －



５－４　仮設備工

（一式）

準備工 Ｃ-２

発進坑口 Ｃ-３

到達坑口 Ｃ-４

鏡切り Ｃ-５

推進設備等設置撤去 Ｃ-６

元押装置据換 Ｃ-７

インナー装置搬出 Ｃ-８

（一式）

発進側管口切離し工 Ｄ－２－１　

到達側管口切離し工 Ｄ－２－２　

（1箇所当り）

土木一般世話役

はつり工

普通作業員

諸雑費

備考　諸雑費は、はつり器具損料等であり労務費に15％を乗じた金額を上限として計上する。

（一式）

坑口工 Ｄ－３－１

（１箇所当り）

土木一般世話役

溶接工

普通作業員

止水器 1

鋼材溶接工 Ｅ－３－１－１

鋼材切断工 Ｅ－３－１－２

ｸﾚｰﾝ装置付ﾄﾗｯｸ運転費 4ｔ積 2.9ｔ吊 Ｅ－１－１－１

種　　　目 形状寸法 単位

種　　　目 形状寸法

種　　　目 単価（円）

単位

数量

箇所

形状寸法 単位 数量

金額（円） 摘要

金額（円） 摘要

人 0.2

0.2

人 0.4

数量

Ｃ－３　発進坑口

人

計

単価（円）

式 1

箇所

0.2

人 0.2

人 0.2

ｍ 2.3

Ｄ－２－１　　発進側管口切離し工

Ｄ－２－２　　到達側管口切離し工

式 1

式 1

1

式

摘要

箇所

式

Ｂ－２　仮設備工

種　　　目 形状寸法 単位 数量 単価（円） 金額（円）

1

摘要

式

種目 形状寸法

人

Ｄ－３－１　坑口工

単位 摘要金額（円）数量 単価（円）

計

1

金額（円）

1

式

計

式 1

単価（円）

Ｃ－２　準備工

計

ｍ 5.2

セット

0.2日

計
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（１ｍ当り）

土木一般世話役

溶接工

普通作業員

溶接機損料 250A

溶接棒

諸雑費 1 備考

備考　諸雑費は溶接棒金額の30％以内を上限として計上する。

（１ｍ当り）

土木一般世話役

溶接工

普通作業員

酸素

アセチレン

諸雑費 1 備考

備考　諸雑費はアセチレン金額の30％以内を上限として計上する。

（一式）

坑口工 Ｄ－４－１

（１箇所当り）

土木一般世話役

普通作業員

止水器

アンカーボルト

急結止水セメント

備考　止水器撤去時、湧水が多く撤去が困難と思われる場合は、止水のための補足注入を計画する。

（一式）

鏡切り工(ライナープレート) Ｄ－５－１

鏡切り工(ケーシング立坑) Ｄ－５－２箇所

セット

単位 数量

0.1

人 0.2

形状寸法

0.020

本

ｍ３ 0.163

人

単価（円）

式

人

人

Ｄ－４－１　坑口工

種目 形状寸法 摘要

金額（円）

Ｅ－３－１－１　鋼材溶接工

種目

人

日 0.076

0.021

人

Ｅ－３－１－２　鋼材切断工

種目

単価（円）

数量

0.010

人

単位

kg 0.400

計

単価（円）

Ｃ－４　到達坑口

数量

0.076

kg

人

数量

1.0

金額（円）

形状寸法

種　　　目 形状寸法 単位 摘要単価（円） 金額（円）

0.007

0.053

金額（円） 摘要

計

単位

0.028

式

摘要

計

単位

8.0

kg 22.0

種目 形状寸法

計

計

Ｃ－５　鏡切り

摘要

箇所

数量 金額（円）単価（円）

箇所
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（１箇所当り）

鏡切り工 Ｅ－５－１－１

（１箇所当り）

鏡切り工 Ｅ－５－２－１

（１ｍ当り）

土木一般世話役 表－１

溶接工   〃

普通作業員   〃

諸雑費 1   〃

（人）

土留種類

普通作業員

諸雑費

（一式）

パイロット破砕機及び

掘進機据付撤去工

巻取装置等据付撤去工 Ｄ－６－２

元押装置設置撤去工 Ｄ－６－３

回

　　　　　　　　　　　　　　Ｅ－５－２－１　鏡切り工　１ｍ当り（ケーシング立坑）　

摘要形状寸法 単位 数量 金額（円）

計

労務費の10％

式

表－１　鏡切り工歩掛表（切断延長１ｍ当り）

ライナープレート

0.022

労務費の5％

土木一般世話役 0.006 0.008

ケーシング立坑
種目

回 Ｄ－６－１

計

摘要

Ｃ－６　推進設備等設置撤去

種目 単位形状寸法

溶接工 0.051 0.059

人

　　　　　　　　　　　　　　Ｅ－５－１－１　鏡切り工　１ｍ当り（ライナープレート）

種目 単価（円）

人

人

回

金額（円）

0.019

数量 単価（円）

Ｄ－５－１　鏡切り工（ライナープレート）

種目 形状寸法 単位 数量 単価（円） 金額（円） 摘要

ｍ 1.7

ｍ 1.7

計

計

Ｄ－５－２　鏡切り工（ケーシング立坑）

種目 形状寸法 単位 数量 単価（円） 金額（円） 摘要
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（１回当り）

土木一般世話役 表－２

特殊作業員   〃

普通作業員   〃

電工   〃

ｸﾚｰﾝ装置付ﾄﾗｯｸ運転費 4ｔ積2.9ｔ吊  〃Ｅ－１－１－１

(１回当り）

据付 撤去 据付 撤去

1.0 1.0 1.0 1.0

1.0 1.0 1.0 1.0

2.0 2.0 2.0 2.0

1.0 1.0 1.0 1.0

1.0 1.0 1.0 1.0

（１回当り）

土木一般世話役

特殊作業員

普通作業員

電工

ｸﾚｰﾝ装置付ﾄﾗｯｸ運転費 4ｔ積2.9ｔ吊 Ｅ－１－１－１

（１回当り）

土木一般世話役

特殊作業員

普通作業員

電工

ｸﾚｰﾝ装置付ﾄﾗｯｸ運転費 4ｔ積2.9ｔ吊 Ｅ－１－１－１

（一式）

元押装置据換工

備考　方向転換のため、元押装置を据換える場合は、Ｄ－６－３元押装置設置撤去工の５０％を計上する。

計

人

種目 形状寸法 単位

種目 単価（円） 摘要

人

4.0

形状寸法

4.0

Ｄ－６－１　パイロット破砕機及び掘進機据付撤去工

4.0

人 8.0

人

計

種　目

人 1.0

人 1.0

日 1.0

1.0

2.0

Ｄ－６－２　巻取装置等据付撤去工

数量 単価（円） 金額（円）

日

計

回

金額（円）

人

2.0

人

単価（円）

Ｄ－６－３　元押装置設置撤去工

種目 形状寸法

Ｃ－７　元押装置据換

種目 形状寸法 単位 数量

人

金額（円）

金額（円） 摘要

摘要

0.3

機種等

1.0

人 1.3

数量

1.0

人

摘要

単位

日

人

4.0

単位

計

表－２　パイロット破砕機及び掘進機等据付撤去工

パイロット
破砕機

掘進機

土木一般世話役（人）

特殊作業員（人）

普通作業員（人）

電工（人）

ｸﾚｰﾝ装置付ﾄﾗｯｸ運転費（日）

数量 単価（円）
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（一式）

インナー装置搬出工 Ｄ－８－１

（１ｍ当り）

土木一般世話役

特殊作業員

普通作業員

ｸﾚｰﾝ装置付ﾄﾗｯｸ運転費 4ｔ積 2.9ｔ吊 Ｅ－１－１－１

１ｍ当り 計/日当り搬出量

備考　インナー装置搬出量は25.0ｍ/日とする。

計

種目

人 2.0

日 1.0

Ｄ－８－１　インナー装置搬出工

種目 形状寸法 単位 数量 単価（円）

計

金額（円） 摘要

形状寸法 単位 数量 単価（円） 金額（円）

人 2.0

摘要

ｍ

Ｃ－８　インナー装置搬出

人 1.0
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５－５　送排泥設備工(循環方式)

（一式）

送排泥設備 1 Ｃ－９

（一式）

配管材設置撤去工 ａ Ｄ－９－１

配管損料 1 Ｄ－９－２

送泥ポンプ据付撤去工 Ｄ－９－３

排泥ポンプ据付撤去工 Ｄ－９－４

ポンプおよび計測機器

機械器具損料

備考　１．配管材はフレキシブルホースと鋼管を計上する。

　　　　　　ａ＝（立坑深さ＋地上処理装置までの距離(15m)）×2×発進立坑数

　　　２．送泥ポンプは発進立坑毎、排泥ポンプはスパン毎に計上する。

（１ｍ当り）

配管工 100ｍ当り

普通作業員 100ｍ当り

100ｍ当り

１ｍ当り 計/100ｍ

（一式）

配管損料（１） １現場当り 1

配管損料（２） 供用日数当り

備考　１．配管材はフレキシブルホースと鋼管を使用する。

　　　２．配管損料は新管内を除く。

式

種目 形状寸法

計

式

日

単位

Ｄ－９－２　配管損料

単位

Ｄ－９－１　配管材設置撤去工

Ｄ－９－５1

Ｂ－３　送排泥設備工(循環方式)

Ｃ－９　送排泥設備

計

摘要

種目

種目

形状寸法 単位

式

金額（円）

計

摘要

金額（円）

金額（円）

数量

種目

計

形状寸法

ｍ

単価（円）

式

形状寸法 単位

台

台

摘要

単価（円）

4.0人

単価（円）

摘要数量

数量

4.0人

金額（円）単価（円）数量

－ 13 －



（１台当り）

土木一般世話役

特殊作業員

配管工

電工

普通作業員

ｸﾚｰﾝ装置付ﾄﾗｯｸ運転費 4ｔ積 2.9ｔ吊 Ｅ－１－１－１

（一式）

送泥ポンプ ａ 供用日数

排泥ポンプ ａ 〃

立坑バイパス ａ 〃

立坑バイパス 1 １現場

排泥水流量測定装置 ａ 供用日数

備考　ａ：供用日数

　　　　ａ＝［(ポンプ類据付撤去日数：0.5日）＋(掘進機据付日数：1.0日)＋(運転日数)］×α

　　　　　　α：供用日数換算係数

摘要

Ｄ－９－５　ポンプおよび計測機器機械器具損料

種目 形状寸法 単位 金額（円）単価（円）数量

人

数量

人

人

0.5

0.5

0.5

形状寸法種目

計

金額（円）単位

Ｄ－９－４　排泥ポンプ据付撤去工

Ｄ－９－３　送泥ポンプ据付撤去工

摘要単価（円）

1.0

0.5人

0.3

計

日

式

日

日

人

日

日
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５－６　泥水処理設備工(循環方式)

（一式）

泥水処理設備 1 Ｃ－１０

泥水運搬処理

（一式）

泥水処理装置据付撤去工 Ｄ－１０－１

処理設備付帯作業工 Ｄ－１０－２

1 Ｄ－１０－３

作泥材 1 適切な材料を計上

基礎工 1 必要に応じて計上

備考　１．発進立坑毎に計上する。

（１基当り）

土木一般世話役

特殊作業員

電工

普通作業員

トラッククレーン賃料

備考　１　歩掛の60％を据付､40％を撤去とする。

　　　２　泥水処理装置は0.5ｍ３/分に適用。

摘要

単価（円） 金額（円） 摘要

金額（円）

摘要金額（円）単価（円）

単価（円）

1.0人

計

計

1.0

式

式

式

人

日

Ｂ－４　泥水処理設備工(循環方式)

Ｃ－１０　泥水処理設備

Ｄ－１０－１　泥水処理装置据付撤去工

種目

種目

計

回

数量

油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ型4.9ｔ吊

単位

種目 形状寸法

形状寸法 単位 数量

ｍ３

式

基

形状寸法

単位 数量

人

泥水処理装置機械器具損料

1.0

1.5

0.5人
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（1回当り）

土木一般世話役

電工

配管工

溶接工

特殊作業員

普通作業員

トラッククレーン賃料

諸雑費

備考　１　泥水処理装置は0.5ｍ３／分に適用。

　　　２　処理設備付帯作業工とは、各処理設備を結ぶ連絡配管および循環ポンプ、制御回線、制御装置の設置

　　　　　撤去、ならびに各機器類の運転調整を行うものである。

　　　３　諸雑費は、配管、バルブ類、溶接機等の費用であり、労務費の合計額に1％を乗じた金額を上限とし

　　　　　て計上する。

（一式）

ユニット式泥水処理装置 ａ 供用日数

　　　２　ａ：供用日数

　　　　　　　　　掘進機据付日数＝1.0日

　　　　　　　　　機械撤去日数＝0.5日

計

式 1

油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ型4.9ｔ吊

摘要種目 形状寸法

Ｄ－１０－３　泥水処理装置機械器具損料

人 2.0

2.0

Ｄ－１０－２　処理設備付帯作業工

2.0

人

日

1.0

数量種目

　　　　　ａ＝［機械据付日数＋掘進機据付日数＋運転日数＋機械撤去日数］×α

　　　　　　　　　機械据付日数＝0.5日

単価（円）

日

　　　　　　　　α：供用日数換算係数

備考　１　泥水処理装置は0.5ｍ３／分に適用。

計

単位 金額（円）

ユニット式泥水処理装置

人

数量

摘要

2.0

人 1.0

人

単価（円）

2.0

人

形状寸法 単位 金額（円）
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